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機械器具等に係る治験の計画等の届出の取扱い等について 

 

 

機械器具等に係る治験の計画等の届出の取扱い等については、「機械器具等に係る治

験の計画等の届出等について」（平成１９年７月９日付け薬食発第０７０９００４号厚

生労働省医薬食品局長通知。以下「局長通知」という。）及び「機械器具等に係る治験

の計画等の届出の取扱い等について」（平成１９年７月９日付け薬食機発第０７０９０

０１号厚生労働省医薬食品局医療機器審査管理室長通知。以下「室長通知」という。）

により取り扱ってきたところです。 

今般、手続き等の効率化を図るため、自ら治験を実施しようとする者が行う一の治験

実施計画書に基づき複数の実施医療機関において共同で実施する治験（以下「多施設共

同治験」という。）の計画の届出等に関する取扱いについて、下記及び別添のとおりと

することといたしましたので、貴管下関係業者及び医療機関等に対して周知いただきま

すよう御配慮願います。 

なお、本通知の適用に伴い、室長通知を廃止いたします。 

 

 

記 

 

 

１．治験の計画等の届出について 

（１）治験の計画等の届出については、内容に応じ、局長通知別紙様式１から別紙様式

８により届け出ることとされているが、記載に当たっては、これら様式の記載上の

注意によるほか、別添１の記載要領によること。 

（２）自ら治験を実施しようとする者が行う多施設共同治験においては、原則、１名の

治験調整医師が代表して、各実施医療機関と調整を行った後、共同で実施する治験

責任医師と連名で一の治験計画届書を当該治験調整医師が届出代表者（以下「届出

代表者」という。）として届け出ること。この場合、届出代表者以外の者の記名押

印等は不要である。なお、治験調整医師が代表して治験計画届書を届け出ることが

できない特段の事情がある場合には、各治験責任医師が、多施設共同治験であるこ

とがわかるように備考欄に記載してそれぞれ届け出ること。 

（３）治験の計画の届出をした者は、規則第２７５条において準用する規則第２７０条

の規定により(１)の届出に係る事項を変更したとき又は(１)の届出に係る治験を中

止し、若しくは終了したときは、その内容及び理由等を届け出ること。 

（４）提出時期については、届出の種類に応じ原則として次によること。 



ア 治験計画届書（局長通知別紙様式１及び別紙様式２） 

① 治験の依頼をしようとする者による治験計画の届出 

当該届出に係る治験の計画が法第８０条の２第３項後段の規定による調査の対

象となるものについては、治験を行う医療機関との予定契約締結日の少なくとも

３１日以上前に届け出ること。なお、当該届書が受理された日から起算して３０

日を経過した後でなければ治験の契約を締結してはならないこと。 

また、当該調査の対象外となるものについては、治験を行う医療機関との予定

契約締結日の少なくとも２週間以上前を目安として届け出ること。 

② 自ら治験を実施しようとする者による治験計画の届出 

当該届出に係る治験の計画が法第８０条の２第３項後段の規定による調査の対

象となるものについては、治験機器提供者からの治験機器入手予定日又は当該治

験の実施予定日の少なくとも３１日以上前に届け出ること。なお、当該届書が受

理された日から起算して３０日を経過した後でなければ治験機器提供者から治験

機器を入手し、又は当該治験を実施してはならないこと。 

また、当該調査の対象外となるものについては、治験機器提供者からの治験機

器入手予定日又は当該治験の実施予定日の少なくとも２週間以上前を目安として

届け出ること。 

イ 治験計画変更届書（局長通知別紙様式３及び別紙様式４） 

①  ②又は③の場合を除き、原則として届出事項の変更前に治験計画届書毎に届け

出ること。ただし、届出代表者、治験の目的又は対象疾患の変更は、変更届で

なく新規の届出を要することとなること。治験機器の変更（形状の追加を含む。）

についても、原則として治験計画届書を変更前に届け出ることで差し支えない

こと。ただし、治験機器の変更内容によっては、継続した治験の成績とみなせ

ない場合（承認審査において継続した治験の成績として評価できないと判断さ

れる場合）等にあっては、変更前の治験実施計画書による治験を中止し、新た

に治験を実施することが適切であることから、変更届ではなく新規の届出を要

するものであること。なお、治験機器の変更後、継続した治験の成績とみなせ

るか否かについては、必要に応じて独立行政法人医薬品医療機器総合機構（以

下「総合機構」という。）の対面助言等を活用し、医療機器審査第一部若しく

は第二部又は生物系審査第二部に相談すること。 

② 治験依頼者による治験において、次の場合は、変更が生じた後、６ヶ月以内を目

安としてまとめて届け出ることで差し支えない。 

・ 実施医療機関、治験調整医師又は治験調整委員会の構成医師の削除 

・ 治験分担医師の氏名の変更並びに追加及び削除 

・ 治験責任医師、治験調整医師又は治験調整委員会の構成医師の職名及び姓の変更 

・ 実施医療機関における治験機器の予定交付数量又は予定被験者数の軽微な変更 

・ 実施期間に関して、治験契約が最も早い医療機関との契約締結日のずれによる軽

微な変更（なお、医療機関における観察終了予定日のうち最も遅い日を延長する

場合には事前に届け出ること。） 

・ 実施医療機関の名称、実施診療科又は所在地の変更 

・ 治験の依頼及び管理に係る業務を受託する者の変更 

・ 実施医療機関における治験の実施に係る業務を受託する者の変更 

・ 治験審査委員会の設置者の名称及び所在地の変更並びに追加及び削除 

③ 自ら治験を実施する者による治験において、次の場合は、変更が生じた後、６ヶ

月以内を目安としてまとめて届け出ることで差し支えない。 

・ 治験調整医師（届出代表者を除く。）又は治験調整委員会の構成医師の削除 



・ 治験分担医師の氏名の変更並びに追加及び削除 

・ 治験責任医師、治験調整医師又は治験調整委員会の構成医師の職名及び姓の変更 

・ 治験機器の予定入手数量又は予定被験者数の軽微な変更 

・ 実施医療機関の名称、実施診療科、所在地又は電話番号の変更 

・ 治験の準備及び管理に係る業務を受託する者の変更 

・ 実施医療機関における治験の実施に係る業務を受託する者の変更 

・ 治験審査委員会の設置者の名称及び所在地の変更並びに追加及び削除 
④ 自ら治験を実施する者が行う多施設共同治験において、届出代表者が届出を行っ

た後に、治験責任医師を追加又は変更する場合は、届出代表者が治験計画変更届

書を届け出ることで差し支えないこと。ただし、薬事法施行規則第２７５条にお

いて準用する第２６９条第１項に規定された事項（当該治験計画変更届書に記載

のない事項に限る。）が、既に届出されている当該多施設共同治験の治験の計画

と同一である場合に限り、当該治験計画変更届書の提出により治験計画の届出が

なされたとみなされることに留意すること。また、届出代表者、治験の目的若し

くは対象疾患の変更又は治験責任医師の追加若しくは変更以外の事項の届出は、

各治験責任医師が各々行うことで差し支えないこと。 

⑤ 添付資料に係る変更は、変更届の対象とはならないこと。ただし、治験の目的又

は対象疾患の変更以外で、被験者の安全や治験の成績に影響を及ぼす事項を変更

しようとする場合は、事前に総合機構審査マネジメント部に連絡すること。 

ウ 治験中止届書（局長通知別紙様式５及び別紙様式６） 

治験計画届書ごとに治験が中止された都度遅滞なく届け出ること。 

エ 治験終了届書（局長通知別紙様式７及び別紙様式８） 

治験依頼者による治験においては、治験計画届書ごとに全ての医療機関からの治

験を終了する旨の通知を受け、治験機器の回収が終了した時点で遅滞なく届け出る

こと。 

自ら治験を実施する者による治験においては、治験計画届書ごとに、治験が終了

した時点で遅滞なく届け出ること。 

オ 法第８０条の２第２項に規定する緊急に実施する治験において治験開始後３０日

以内に治験計画の届出を行う場合は、治験開始日までに、局長通知別紙様式１又は

別紙様式２を利用し、第一報の連絡をされたいこと。なお、治験計画の届出以前に

変更がある場合は、適宜厚生労働省医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室に連

絡をとられたいこと。  

（５）添付資料については、届出の種類に応じ原則として次によること。 

ア 治験計画届書 

① 初回の届書に添付すべき資料は、次のとおりであること。 

・ 当該治験の実施を科学的に正当と判断した理由を記した文書 

・ 治験実施計画書 

・ インフォームド・コンセントに用いられる説明文書及び同意文書（複数の医療

機関で同じ内容のものが用いられる場合には、そのうち一つを添付することで

差し支えない。） 

・ 症例報告書の見本（治験実施計画書において、症例報告書に記載すべき事項が

十分に読み取れる場合は、提出は不要であること。） 

・ 最新の治験機器概要書（自ら治験を実施する者による治験の場合には、治験の

実施等において必要な事項が日本語で要約されているものが添付されていれば、

英文でも可。） 

・ 治験審査委員会の意見書、実施医療機関の長の承認書等（自ら治験を実施しよ



うとする者による治験の場合のみ添付すること。） 

② ２回目以降の届書に添付すべき資料は、次のとおりであること。 

・ 当該治験の実施を科学的に正当と判断した理由を記した文書（前回届出以降の

新たな試験結果及び情報の概要に関する記述を含むものであること。） 

・ 治験実施計画書 

・ インフォームド・コンセントに用いられる説明文書及び同意文書（複数の医療

機関で同じ内容のものが用いられる場合には、そのうち一つを添付することで

差し支えない。） 

・ 症例報告書の見本（治験実施計画書において、症例報告書に記載すべき事項が

十分に読み取れる場合は、提出は不要であること。） 

・ 最新の治験機器概要書（自ら治験を実施する者による治験の場合には、治験の

実施等において必要な事項が日本語で要約されているものが添付されていれば、

英文でも可。） 

・ 治験審査委員会の意見書、実施医療機関の長の承認書等（自ら治験を実施しよ

うとする者による治験の場合のみ添付すること。） 

イ 治験計画変更届書 

・ 必要に応じ変更事項に関する資料 

ウ 治験中止届書 

・ 必要に応じ中止理由に関する資料（中止に至るまでの使用症例に関する情報を

含むものであること。） 

 

２．治験の計画に係る調査について 

法第８０条の２第３項後段の規定による治験の計画に係る調査の対象となる機械

器具等については、局長通知の記の２により示したところであるが、企業が依頼する

治験において既に実施されている治験と構造及び原理が同一であって、使用形態も同

一の治験の計画を、自ら治験を実施しようとする者が届け出る場合は、治験機器提供

者が同一の場合に限り、調査の対象とならないこと。 

 

３．治験機器の開発を中止した場合の届出 

  治験の計画を届け出た被験機器について開発を中止することを決定した場合には、

決定後遅滞なく、別紙様式１により総合機構審査マネジメント部あて１部提出するこ

ととする。なお、この場合の開発中止とは、例えば当初複数の効能について治験を行

っていた機械器具等の場合であれば、そのすべての効能についての開発中止を指すも

のであること。また、開発中止理由を具体的に説明すること。 

 

４．治験の計画の届出を要しない場合の留意事項 

（１）機械器具等の治験の計画の届出を要しない場合には、次に示す機械器具等に係る

治験が含まれること。 

ア 既に承認又は認証を与えられている医療機器と構造、使用方法、効能、効果及

び性能等が同一性を有すると認められるもの（後発医療機器に相当するもの） 

イ 人体に直接使用されない機械器具等（併用又は対照群として使用される既承認

医療機器が人体に直接使用される場合にあっては、その使用方法、効能又は効果が

承認又は認証された使用方法、効能又は効果の範囲外である場合を除く。） 

ウ 法第１４条の９第１項に規定する一般医療機器（ただし、一般医療機器のうち、

既存の医療機器と構造、使用方法、効能、効果及び性能等が明らかに異なるものを

除く。） 



エ 法第２３条の２第１項の規定により厚生労働大臣が定めた基準に適合する管理

医療機器（ただし、管理医療機器のうち、既存の医療機器と構造、使用方法、効能、

効果及び性能等が明らかに異なるものを除く。） 

オ アからエまでに準ずるものとして、改良医療機器に該当することが見込まれる

場合であって、総合機構との相談により、臨床試験の試験成績の提出が不要である

とされたもの 

（２）機械器具等の治験の計画の届出を要しない場合の機械器具等の治験の実施にあた

っては、以下の点に留意すること。 

ア 治験機器の性状、品質又は性能が、法第４１条第３項の規定により厚生労働大臣

が定めた医療機器の基準に適合すること。 

イ 法第４２条第２項の規定による基準が定められた医療機器にあっては、その基準

（表示及び添付文書に関する事項を除く。）に適合すること。 

ウ 法第８０条の２第１項、第４項及び第５項の規定に基づき、医療機器の臨床試験

の実施の基準に関する省令（平成１７年厚生労働省令第３６号）及び平成２４年１

月２４日付け薬食機発０１２４第４号厚生労働省医薬食品局審査管理課医療機器

審査管理室長通知「医療機器の臨床試験の実施の基準の運用について」（以下「医

療機器ＧＣＰ省令等」という。）に則って実施すること。なお、医薬品に係る治験

において、機械器具等の治験の計画の届出を要しない場合の機械器具等の治験とし

て治験機器を併用する場合、医療機器ＧＣＰ省令等により作成が求められる治験実

施計画書、治験機器概要書、説明文書その他の文書を、医薬品の治験に係る文書と

一体として作成することは差し支えない。 

エ 医薬品に係る治験において、機械器具等の治験の計画の届出を要しない場合の機

械器具等の治験として治験機器を併用する場合、法第８０条の２第２項前段の規定

に基づく医薬品に係る治験計画届書（治験計画変更届書を含む。）の備考欄に治験

機器の類別、一般的名称、クラス分類その他治験機器を特定するために必要な事項

並びに数量を記載すること。 

オ 法第８０条の２第６項及び規則第２７５条において準用する規則第２７３条第

１項の規定に基づき機械器具等の治験に係る副作用等の報告を行うこと。この報告

義務は、機械器具等の治験の計画の届出を要しない場合の機械器具等の治験を依頼

し、機械器具等を医療機関に提供する者に係るものであること。 

カ 真空採血管等、安全対策課長通知において、使用上の注意等に記載すべき事項等

が定められている場合には、適切に医療機器ＧＣＰ省令等により作成が求められる

治験機器概要書、治験実施計画書等（ウの後段により、医薬品の治験に係る文書と

一体として作成する場合には、当該文書）に反映させること。 

キ 医薬品に係る治験において、機械器具等の治験の計画の届出を要しない場合の機

械器具等の治験として治験機器を併用する場合（使用目的、効能又は効果が既存の

医療機器と異なる場合を含む。）、医薬品の承認までに又は承認と同時に、併用す

る医療機器の承認若しくは認証を取得する又は製造販売の届出を行う必要がある

こと。ただし、他に当該医薬品と併用可能な医療機器がすでに承認若しくは認証を

取得し又は製造販売の届出を行い、供給されている場合はこの限りではない。 

ク 承認申請にあたって臨床試験の試験成績に関する資料の提出が必要な機械器具

等について、必要な治験届を提出せずに治験を実施した場合、薬事法に基づく承認

申請に係る添付資料として使用できないことに加え、法第６４条において準用する

法第５５条第２項の違反に問われる場合があること。臨床試験の試験成績に関する

資料の提出の必要な範囲については、平成２０年８月４日付け薬食機発第０８０４

００１号厚生労働省医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室長通知「医療機器に



関する臨床試験データの必要な範囲等について」を参照すること。また、必要に応

じ事前に総合機構の対面助言等を通じて適切に確認すること。 

 

５．適用時期 

  この通知は、平成２４年４月１日以降に届け出る治験計画届並びに平成２４年４月

１日以降に届け出た治験計画届に係る治験計画変更届、治験終了届、治験中止届及び

開発中止届について適用することとし、平成２４年３月３１日以前に届け出た治験計

画届に係る治験計画変更届、治験終了届、治験中止届及び開発中止届については、な

お従前の例によるが、本通知に基づいた方法により届け出ることは差し支えないこと。 

 



別添１ 

治験計画届書等の記載要領 

 

各届書の記載については、原則として次によること。 

 

１．治験届出共通事項 

（１）治験識別記号 

①自社、治験機器提供者又は自ら治験を実施する者が定めた治験識別記号（アル

ファベット及び数字の組み合わせで計２０桁以内）を半角文字で記載すること。 

② 初回届出時に届け出た治験識別記号を変更する場合には、変更を届け出る届書

にて、変更年月日、変更理由を明らかにすること。 

③ 構造及び原理が異なる被験機器には、別の記号を用いること。また、構造及び

原理が同一であっても使用形態が異なる機械器具等の場合等は、別の治験識別記

号として差し支えないこと。 

④ 治験識別記号は一連の治験を通して一つとすること。 

（２）治験の種類 

企業が依頼する治験、自ら実施する治験のどちらの場合であるかを記載するこ

と。 

（３）初回届出年月日 

同一治験識別記号に係る初回の治験計画届書を届け出た年月日を記載すること。 

（４）類別 

平成１７年２月１６日付け薬食機発第０２１６００１号「医療機器の製造販売

申請に際し留意すべき事項について」（以下「室長通知」という。）の記の第２

の１に準じて記載すること。 

（５）一般的名称及びクラス分類 

一般的名称は、室長通知の記の第２の２の（１）に準じて記載すること。クラス

分類は、平成１６年７月２０日付け薬食発第０７２００２２号厚生労働省医薬食品

局長通知「薬事法第二条第五項から第七項までの規定により厚生労働大臣が指定す

る高度管理医療機器、管理医療機器及び一般医療機器（告示）及び薬事法第二条第

八項の規定により厚生労働大臣が指定する特定保守管理医療機器（告示）の施行に

ついて」の別表１によるクラス分類を記載すること。 

（６）備考欄 

担当者の氏名、所属及び電話、ＦＡＸ番号を必ず記載すること。 

（７）その他 

届出者の氏名の下に、括弧書きで業者コード（９桁）を記載すること。業者コー

ドを有していない者は「９９９９９９９９９」と記載すること。 

 

２．治験計画届書（局長通知別紙様式１及び別紙様式２関係） 

（１）届出回数 

同一治験識別記号に係る治験計画届書（変更届書等は含まない。）の通算の届出

回数を記載すること。また、既承認医療機器について使用目的、効能又は効果の追

加等承認事項の一部変更承認のために治験を行う場合であって、以前に当該治験機

器に係る治験計画届書を提出したことがある場合には、原則として同一治験識別記

号とし、連番で記載（例えば、以前に計２回の届出を行っている場合には第３回と

記入）すること。 

（２）製造所又は営業所（治験機器提供者）の名称及び所在地 



① 企業が依頼する治験の場合 

製造の場合は製造所、輸入の場合は営業所の名称及び所在地を記載すること。 

②自ら実施する治験の場合 

治験機器提供者の名称及び所在地を記載すること。また、治験機器提供者が外

国製造業者である場合は、外国製造業者の氏名（法人にあっては、名称及び代表

者の氏名）、住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）を邦文及び英文で

記載すること。  

（３）形状、構造及び原理 

室長通知の記の第２の４に準じて記載すること。 

（４） 原材料等 

室長通知の記の第２の５に準じて記載すること。 

（５） 製造方法 

室長通知の記の第２の８に準じて記載すること。また、製造、輸入の別を記載す

ることとし、輸入の場合には、輸入先での製造方法の他、輸入先の国名、製造業者

の氏名又は名称及び輸入先における販売名を記載すること。 

（６） 予定される使用目的、効能又は効果 

室長通知の記の第２の３に準じて記載すること。 

（７） 予定される操作方法又は使用方法 

 室長通知の記の第２の７に準じて記載すること。 

（８） 治験計画の概要 

① 目的 

目的を具体的かつ詳細に記載し、治験実施計画書に記載された目的と整合を図

ること。なお、性質の異なる複数の目的を掲げる場合には、別個の計画としない

理由を説明すること。 

② 予定被験者数 

被験機器が使用される予定の被験者数を記載すること。なお、比較試験の場合

には、括弧書きで対照群も含めた合計の被験者数を記載すること。 

③ 対象疾患 

具体的な疾患名を記載すること。健康人の場合は、その旨を記載すること。 

④ 操作方法又は使用方法 

用いられる操作方法又は使用方法を詳細に記載すること。 

⑤ 実施期間 

 治験依頼者による治験については、医療機関ごとの治験の予定契約締結日のう

ち最も早い日から、医療機関における観察終了予定日のうち最も遅い日までを含

む期間を年月日で記載すること。自ら治験を実施する者による治験については、

治験機器提供者からの治験機器入手日から、医療機関における観察終了予定日の

うち最も遅い日までを含む期間を年月日で記載すること。 

⑥ 有償の理由 

無償の場合には、欄に斜線を引くこと。 

⑦から⑩について、多施設共同治験等、複数の医療機関で実施する治験の場合に

は、「別紙のとおり」と記載し、実施医療機関ごとに一覧表にまとめた表を別紙

として添付しても差し支えない。 

⑦ 治験の費用負担者 

費用負担者及びその妥当性について記載すること。企業が依頼する治験の場合

は、空欄とすること。 

⑧ 実施医療機関の名称及び所在地 



実施医療機関の名称、所在地及び代表電話番号を記載すること。なお、名称に

ついては、「○○大学医学部附属○○病院○○科」などと具体的に記載すること。 

⑨ 治験責任医師の氏名及び職名 

氏名及び実施医療機関における職名を記載すること。 

⑩ 治験分担医師の氏名 

氏名を記載すること。 

⑪ 治験機器の予定交付（入手）数量 

実施医療機関における治験機器（比較対照となる対照機器がある場合は対照機

器も含む。）の予定交付（入手）数量を種類別に記載すること。なお、使用方法

及び予定被験者数からみて適正な数量を交付（入手）すること。 

⑫ 実施医療機関ごとの予定被験者数 

実施医療機関ごとの予定被験者数を記載すること。 

⑬ その他 

共同開発であって連名で届け出る場合に、実施医療機関ごとに担当会社又は担

当者が異なる場合には、会社名又は氏名を記載すること。 

自ら治験を実施する者が行う多施設共同治験においては、他の実施医療機関名

を記載等すること。その場合には、すべての治験責任医師の名前、所属、連絡先、

実施計画書識別記号等を連名で記載等すること。ただし、治験調整医師が代表し

て当該多施設共同治験の届出がされている場合は除く。 

また、各実施医療機関に関する特記事項があれば記載等することが望ましいこ

と。なお、自ら治験を実施する者が行う多施設共同治験において、治験調整医師

が複数の治験責任医師を代表して不具合等の報告を行う場合は、すべての治験責

任医師と情報共有した上で、治験調整医師が当局への不具合等の報告を行うこと

について備考欄に記載すること。 

⑭ 治験調整医師又は治験調整委員会構成医師の氏名及び職名 

治験調整医師又は治験調整委員会に治験の細目について調整する業務を委嘱す

る場合には、治験調整医師又は治験調整委員会構成医師の氏名、所属機関、所属

及び職名を記載すること。なお、自ら治験を実施する者が行う多施設共同治験に

おいて、各実施医療機関の治験責任医師と連名の上、治験調整医師が代表して届

け出る場合、当該治験調整医師を届出代表者として記載すること。 

⑮ 治験の実施（依頼・準備を含む。）・管理業務を受託する者の氏名、住所及び

受託する業務の範囲 

治験の依頼、実施（依頼・準備を含む。）及び管理に係る業務の一部を委託す

る場合には、受託する者の氏名、住所及び委託する業務の範囲を記載すること。 

⑯治験審査委員会の設置者の名称及び所在地 
治験審査委員会の設置者の名称（法人名及び代表者氏名）及び所在地を実施医

療機関ごとに記載すること。なお、当該実施医療機関の長が設置した治験審査委

員会（当該実施医療機関の長が他の医療機関の長と共同で設置したものを除く。）

に調査審議を行わせる場合には、「院内ＩＲＢ」と記載することで、治験審査委

員会の設置者の名称（法人名及び代表者氏名）及び所在地について記載等する必

要はないこと。 

届け出する時点で調査審議を行なわせる治験審査委員会が決まっていない場合

には、事後に変更届として届け出ることで差し支えないこと。 

 

（８） 備考 

届書に添付した資料名を記載すること。 



 

 

３．治験計画変更届書（局長通知別紙様式３及び別紙様式４関係） 

（１） 届出回数 

治験変更届書の対象となる治験計画届書に記載した届出回数を記載すること。 

（２）治験計画届出年月日・変更回数 

治験変更届書の対象となる治験計画届書の届出年月日を記載すること。また、治

験計画変更届について、治験計画届書ごとに何回目の変更届にあたるか、その変更

回数を記載すること。 

（３）変更理由 

① 事項 

治験計画届書の記載事項の中で該当する事項（項目）を記載すること。 

② 変更前 

変更前の内容を記載すること。 

③ 変更後 

変更後の内容を記載すること。 

④ 変更年月日 

変更を決定した年月日又は変更予定年月日を記載すること。予定被験者数、操作

方法又は使用方法、実施期間については変更を決定した年月日、実施医療機関の追

加については当該医療機関との予定契約締結日、治験責任医師等の氏名及び職名に

ついては変更（予定）年月日を記載すること。 

⑤ 変更理由 

変更する事項ごとに変更の理由を具体的に記載すること。 

（４）備考 

届書に変更事項に関する資料を添付した場合には、その資料名を記載すること。 

 

４．治験中止届書（局長通知別紙様式５及び別紙様式６関係） 

（１） 届出回数 

治験中止届書の対象となる治験計画届書に記載した届出回数を記載すること。 

（２） 治験計画届出年月日・届出回数 

治験中止届書の対象となる治験計画届書の届出年月日を記載すること。 

（３）中止時期 

中止を決定した年月日を記載すること。 

（４）中止理由 

中止の理由を具体的に記載すること。 

（５）その後の対応状況 

中止を決定した後の対応状況を具体的に記載すること。 

（６）実施医療機関ごとの状況 

① 医療機関の名称 

実施医療機関の名称を記載すること。 

② 交付（入手）数量 

実施医療機関ごとに、実際に交付（入手）した治験機器の数量を種類別に記載

すること。なお、医療機関において既に購入された既承認の医療機器を対照機

器として使用する場合においては、医療機関において当該対照医療機器が治験

機器管理者へ移管したことをもって交付（入手）されたものとみなす。 

③ 使用数量 



実施医療機関ごとに、実際に使用した治験機器の数量を種類別に記載すること。 

④ 回収・廃棄等数量 

実施医療機関ごとに、回収・廃棄等を行った治験機器の数量を種類別に記載す

ること。なお、据付け型の大型機器等で回収を行えない場合には、回収を行わな

い理由、治験の中止に際してとった措置を記載すること。 

⑤ 被験者数 

実施医療機関ごとに、被験者数を記載すること。 

（７） 備考 

届書に中止理由に関する資料を添付した場合には、その資料名を記載すること。 

 

５．治験終了届書（局長通知別紙様式７及び別紙様式８関係） 

（１）届出回数 

治験終了届書の対象となる治験計画届書に記載した届出回数を記載すること。 

（２）治験計画届出年月日 

治験終了届書の対象となる治験計画届書の届出年月日を記載すること。 

（３）実施医療機関ごとの状況 

① 医療機関の名称 

実施医療機関の名称を記載すること。 

② 交付（入手）数量 

実施医療機関ごとに、実際に交付（入手）した治験機器の数量を種類別に記載

すること。なお、医療機関において既に購入された既承認の医療機器を対照機器

として使用する場合においては、医療機関において当該対照医療機器が治験機器

管理者へ移管したことをもって交付（入手）されたものとみなす。 

③ 使用数量 

実施医療機関ごとに、実際に使用した治験機器の数量を種類別に記載すること。 

④ 回収・廃棄等数量 

実施医療機関ごとに、回収・廃棄等を行った治験機器の数量を種類別に記載す

ること。なお、据付け型の大型機器等で回収を行えない場合には、回収を行わな

い理由、治験の終了に際してとった措置を記載すること。 

⑤ 被験者数 

実施医療機関ごとに、被験者数を記載すること。 

 

６．提出方法 

（１）治験の計画等の届出については、総合機構審査業務部に提出すること。 

（２）届出に際しては、届出ごとに届書１部を提出すること。なお、法第８０条の２第

３項後段の規定による調査の対象となる治験の治験計画届書については届書２部を

提出すること。添付資料については、いずれの場合も提出部数は２部とすること。 

（３）開発中止届については、治験識別記号、初回届出受付番号、初回届出年月日、届

出年月日、届出分類、中止時期（開発中止を決定した年月日）、中止理由（開発中

止の具体的理由）、備考、届出書添付資料（資料を添付した場合）及び届出者に関

する情報を記載して総合機構審査業務部に提出すること。また、植込み型治験機器

であって、開発中止後も治験機器が被験者に継続して使用される場合には、その取

扱いについて備考欄に記載すること。 

 



別紙様式１ 

開 発 中 止 届 書 
 

名 称  

治験計画初回届出 

年 月 日 

 

中 止 時 期  

中 止 理 由  

 

 

 

 

 

 

備 考  

 

上記により開発の中止を届け出ます。 

 

年  月  日 

住所： （法人にあっては、主たる事務所の所在地）  

氏名： （法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 印 

 

 

厚生労働省医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室長 殿 

 

（注意） 

１．用紙の大きな日本工業規格Ａ４とすること。 

２．記載欄に記載事項のすべてを記載できないときは、その欄に「別紙（  ）のとおり」と記載し、別紙を添付するこ

と。 

３．備考欄に当該届の担当者氏名及び連絡先の電話番号・ＦＡＸ番号を記載すること。外国製造業者の場

合には、備考欄に国内管理人の連絡先の電話番号・ＦＡＸ番号を記載すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


